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事務事業名食の自立支援事業

11
基本事業： 02地域生活支援の基盤づくり 担当部 健康福祉部  

基本事業の
成果指標

①地域生活支援事業により生活改善されている障がい者等の延べ人数
②自立支援医療（精神・更生・育成）による助成を受け、経済的負担が軽減
されている障がい者等の人数

担当課 生活福祉課

担当係 障がい者福祉担当

　一人暮らしの障がい者、または障がい者のみの世帯で、
調理や買い物等が困難で見守りが必要な方

　夕食を430円で配達。配達は社会福祉協議会が行っている。

【利用までの流れ】
1.障がい者本人からの申請
2.申請者の自宅を職員が訪問し本人の身体状況等の聞き取りを行う。
3.聞き取りの調査内容を元に利用の可否の判断を行う。
4.利用決定通知を本人及び社会福祉協議会へ郵送する。
5.社会福祉協議会が本人宅を訪問、利用の説明や支払方法手続き。
6.配達開始
　

　栄養バランスのとれた食事を提供することにより健康の
保持及び配達時に弁当を手渡しすることで安否確認により
身体状況の変化に早期に対応する。

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

利用登録者数

配食数

6 85 8 8

1,594 967 2,920 2,920 2,920

成果指標名称 単位 目標
03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
1,162 710 1,856 1,698計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

685 415 944 784
477 295 912 914

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.1 0.1 0.1
792 773 782

1,954 1,483 2,638 1,698

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

○

●

＜状況＞昨年と比較して利用は減少傾向にある。
＜原因＞見守りを必要とする障がい者ニーズは増加しているが、65歳以上は高齢者として支援を行っている。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

＜状況＞利用登録者数は大きく伸びないものの、64歳以下の障がい者
を対象とした「見守り」の要素が強く、必要な事業と考える。
＜原因＞
＜課題＞

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は小

小さい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

独居の障がい者等を対象に配食サービスを通じて見守りを行うも
の。なお、社会福祉協議会との委託契約については、高齢者支援
課が行っており、当課では64歳以下の障がい者を対象とする。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

食

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


